
 

神戸市成年後見制度利用支援事業事務取扱要領 

 

制定 平成18年４月１日 

保 総 計 第 1 6 7 号 

（趣 旨） 

第１条 この要領は、神戸市成年後見制度利用支援事業要綱（平成18年４月１日保総計

166号。以下「要綱」という。）に基づき、市長が行う助成事務について必要な事項を

定めるものとする。 

 

 （助成額の範囲） 

第２条 審判請求費用助成の額は、これに要する費用に相当する額とする。 

２ 後見人、保佐人又は補助人（以下「後見人等」という。）の報酬に係る助成額は、

申請日から起算して２年前の日が属する月から申請日が属する月までの期間かつ報

酬付与の審判期間を対象期間とした、家庭裁判所が決定する後見人等の報酬額の範囲

内とする。ただし、特別養護老人ホーム等の施設に入所している者については月額

18,000円を、その他の者については月額28,000円を上限とする。 

 

（審判請求費用助成の申請） 

第３条 審判請求費用助成の申請については、審判請求費用助成申請書（様式第１号）

により行わなければならない。 

 

 （審判請求費用助成の申請者への通知） 

第４条 要綱第４条第２項に定める通知については、市長が、審判請求費用助成（交付・

変更・却下）決定通知書（様式第２号）により行う。 

 

(後見人等の報酬助成の申請) 

第５条 後見人等の報酬助成の申請については、後見人等の報酬助成申請書（様式第３

号）により行わなければならない。 

 

 （後見人等の報酬助成の申請者への通知） 

第６条 要綱第５条第２項に定める通知については、市長が、後見人等の報酬助成（交

付・変更・却下）決定通知書（様式第４号）により行う。 

 

（申請者の報告義務） 

第７条 要綱第６条に定める報告については、資産状況等の変更報告書（様式第５号）

により市長に行わなければならない。 

 



 

（助成の中止） 

第８条 市長は、要綱第７条に規定する助成の中止を決定したときは、助成中止通知書

（様式第６号）により申請者に通知しなければならない。 

 

   附 則 

 この要領は、平成18年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成18年10月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成23年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成30年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和７年４月１日から施行する。 



様式第１号（第３条関係）                     

    年  月  日 

 

審判請求費用助成申請書 
 

 

神 戸 市 長 宛 

 

申請者（被後見人等） 

申請時の居所 

(自宅・入院・入所) 

〒 

 

氏 名  生年月日    年  月  日 

 

代理人（後見人等） 

住所 
〒 

 

氏名 
（肩書） 

（氏名） 
電話番号 

 

 

この度、見出しの費用の請求がありましたが、被後見人等による支払いが困難なため、費

用の助成をお願いします。 

 

 

 

後見等決定の類型 後見・保佐・補助 

後見等開始の審判請求費用  

 

 

【添付書類】 

 □ 財産目録の写し 

□ 収支予定表の写し 

□ 保護決定通知書（最低生活費の記載がある最新のもの）の写し 

※生活保護受給者の場合 



様式第２号（第４条関係） 

 （公 印 省 略） 

     第    号 

    年  月  日 

 

審判請求費用助成（交付・変更・却下）決定通知書 
 

（被後見人等 氏名） 様 

 

代理人 （後見人等 氏名） 様 

神 戸 市 長 

 

年  月  日に申請がありました、標記の助成について、次のとおり

（交付・変更・却下）決定しましたので通知します。 

 

決定内容  

助成金額 

                    円 

 

内訳：鑑定料     円、郵便切手代    円、 

印紙代        円、登記手数料    円、 

その他     円 

 

教示 この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算

して３か月以内に神戸市長に対して審査請求をすることができます（なお、処分を知っ

た日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１

年を経過すると審査請求をできなくなります。）。 

  また、この処分の取消しの訴えは、処分があったことを知った日（審査請求をした場

合は、当該審査請求に対する神戸市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算

して６か月以内に神戸市（訴訟において神戸市を代表する者は、神戸市長）を被告として

提起することができます（なお、処分又は裁決を知った日の翌日から起算して６か月以

内であっても、処分又は裁決の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。 



裏面【確認事項・添付書類】の該当する□にチェックをしてください。 

様式第３号（第５条関係） 

    年  月  日 

後見人等の報酬助成申請書 
 

神 戸 市 長 宛 

 

申請者（被後見人等） 

申請時の居所 

(自宅・入院・入所) 

〒 

 

氏 名  生年月日    年  月  日 

代理人（後見人等） 

住 所 
〒 

 

氏 名 
（肩書） 

（氏名） 
電話番号  

 

この度、家庭裁判所の審判により、後見人等の報酬額が決定されましたが、被後見人等に

よる支払いが困難なため、裏面の関係書類を添付し、報酬の助成を申請します。 

なお、助成の審査にあたり、成年被後見人等の収入の状況等、必要な情報を関係機関にお

いて調査確認されることに同意します。また、申請内容に虚偽があった場合は、助成金額を

返還します。 

 

１．類型及び報酬審判額 

後見等決定 

の類型 
後見 ・ 保佐 ・ 補助 

後見人等の 

審判額 
円 

２．助成対象期間のお住まい 

助成対象期間：       年  月～       年  月 

期間 居所 施設名・施設形態 

  年  月  日～  年  月  日 自宅・自宅外  

  年  月  日～  年  月  日 自宅・自宅外  

  年  月  日～  年  月  日 自宅・自宅外  

３．振込先 

金融機関名           銀行・金庫             支店 

預金種別 1.普通  2.当座 口座番号        

口座名義 

（カナ） 

               

               

※原則、被後見人様名義の口座をご記入ください。被後見人様名義の口座への振込みが困

難な場合、困難な理由を文書（任意の様式で結構です）にて提出してください。 

 



 
 
【確認事項】 申請者（被後見人等）について該当する□にチェックしてください 
≪住民票上の住所≫ 
□ 神戸市内に住民票を有している 
□ 他の市区町村に住民票があるが、住所地特例・居所地特例が適用され、介護保険・

障害福祉サービスの実施主体が神戸市である 
□ 住民票上の市区町村から報酬助成が受けられないことを確認した 

≪生活保護≫ 
□ 受給していない 
□ 生活保護を神戸市から受けている 
□ 生活保護を他の市区町村から受けている 

□ 生活保護を受けている市区町村から報酬助成が受けられないことを確認した 
 
【添付書類】 該当する書類の□にチェックしてください 
□ 報酬付与の審判書の謄本の写し 

 □ 登記事項証明書の写し 
⇒報酬付与の審判書に 「就職の日から」 もしくは 「任務終了の日まで」とある場合 

□ 死亡診断書の写し等 
⇒報酬付与の審判書に 「任務終了の日まで」とある場合。ただし、「任務終了の日」

が記載された登記事項証明書を提出する場合は添付不要 
 □ 財産目録の写し 
□ 収支予定表の写し 
□ 保護変更決定通知書（最低生活費の記載がある最新のもの）の写し 
⇒生活保護受給者の場合 

 □ 助成対象期間において居所とその期間が分かる資料（領収書の写し等） 
⇒入院・入所の場合 

□ 住所地特例・居所地特例適用であることが分かる書類（介護保険被保険者証、障害

福祉サービス受給者証等） 
⇒上記【確認事項】で、他の市区町村から報酬助成が受けられない場合 



様式第４号（第６条関係） 

（公 印 省 略） 

第    号 

    年  月  日 

 

後見人等の報酬助成（交付・変更・却下）決定通知書 
 

（被後見人等 氏名） 様 

 

代理人 （後見人等 氏名） 様 

 

神 戸 市 長 

 

年  月  日に申請のあった標記の助成について、次のとおり（交付・変更・

却下）決定しましたので通知します。 

 

決定内容  

助成金額 円 

 

＜交付条件＞ 

（１）助成金を後見人等の報酬以外の目的に使用した場合は、助成金の全部または一部

の返還を求めることがあります。 

（２）後見人等は、被後見人等の資産状況並びに生活状況に変化があったときは、様式

第５号により、速やかに市長に報告してください。 

 
教示 この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に神戸市長に対して審査請求をすることができます（なお、処分を知った日の翌日か

ら起算して３か月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査

請求をできなくなります。）。 
 また、この処分の取消しの訴えは、処分があったことを知った日（審査請求をした場合は、

当該審査請求に対する神戸市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以

内に神戸市（訴訟において神戸市を代表する者は、神戸市長）を被告として提起することができ

ます（なお、処分又は裁決を知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分又は裁決

の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 



様式第５号（第７条関係） 
    年  月  日 

資産状況等の変更報告書 
 

神 戸 市 長 宛 

 

報告者（後見人等） 

住 所 
〒 

 

氏 名  電話番号  

被後見人等 

報告時の 

居 所 

〒 

 

氏 名  

 

この度、被後見人等の状況に変化が生じましたので、次のとおり報告します。 

 

変更の内容 

事由発生年月日     年    月    日 

≪変更前≫ 

 

 

≪変更後≫ 

 

 

変更理由 

【理 由】 

 

＜注意＞ 報告者は後見人等に限ります。 



様式第６号（第８条関係） 

（公 印 省 略） 

第    号 

年  月  日 

 

助成中止通知書 

 
（被後見人等 氏名） 様 

 

代理人 （後見人等 氏名） 様 

 

神 戸 市 長 

 

標記の助成については、次のとおり中止をしましたので通知します。 

 

助成中止 
年月日年 

年  月  日 中止内容         円 

助成中止 
理 由 

 
 

 


